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１．はじめに 

 レールの継目部では、車輪の通過時に大きな衝撃

が生じるため、継目板ボルトの折損やレール破綻に

つながる亀裂が発生するなど、軌道の保守・管理に

苦慮している部分である。この継目部を無くす効果

的な方法はロングレール化であるが、ロングレール

を敷設するには、PC まくらぎの敷設や曲線半径の制

約などの条件を満たさなければならない。 

 そこで、当社のローカル線区である豊肥本線にて、

上記の制約を受けないロングレール化（以下、「全可

動ロング」という。）について検討し敷設してきた。

また、近年では、木まくらぎの同種交換に替わり TPC

まくらぎへの交換が主流となってきたため、基本理

論について再検討を行った。 

 

２．全可動ロング 

全可動ロングとは、図 1 に示すように不動区間を

持たないロングレールである。不動区間を持たない

ため軸力増加を抑制することができ、設定替等のロン

グレール特有の保守・管理を省略することができる。 

また、全可動ロングは全長に制約があるものの、通

常ロングレールの敷設条件であるPCまくらぎ使用等

の制約を受けること無く敷設することが可能である。

レールの伸縮は伸縮継目で吸収するため、敷設時のレ

ール加熱等も不要であり、通常のロングレール敷設よ

り比較的簡易的な施工が可能である。 

３．全可動ロング長の検討 

 全可動ロングの長さは、次の二つの条件を同時に

満たす必要がある。 

３．１ 最低座屈強度 

 最低座屈強度から定められる条件としては、レー

ルに作用する最大発生軸力が最低座屈強度以下とな

らなければならない。つまり、最低座屈強度から求

められる全可動ロングの長さ 1L は次式より求められ

る。 

   2min
1 



Pt
L ≦  

ここで、 minPt ：最低座屈強度[kN] 

        ：道床縦抵抗力[kN/ｍ] とする。 

 

 最低座屈強度 minPt の査定に用いる条件は、安全率

を 1.2、道床横抵抗力を査定値の 70%として考えてい

る。しかし、ふく進抵抗力は締結装置の締結力によ

り異なり、木まくらぎ・犬くぎ締結の条件では、道

床縦抵抗力よりも小さいと考えられる。今回は上記

の条件における摩擦抵抗力を 1.5kN と仮定し検討し

た。 

３．２ 伸縮継目の許容ストローク 

 伸縮継目の許容ストロークから定められる条件と

しては、レールの最大伸縮量が伸縮継目の許容スト

ローク内に収まらなければならない。つまり、伸縮

継目の許容ストロークから求められる全可動ロング

の長さ 2L は次式より求められる。 

)( 0max

2
tt

S
L


≦  

ここで、 S  ：許容ストローク[mm] 

      ：膨張係数 

    m a xt ：最高レール温度[℃] 

    0t  ：中位温度[℃] とする。 
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図 2 全可動ロングの敷設略図 
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図 3 理論と実測のストローク量差 

 伸縮継目の許容ストロークは、レールが最大に伸

縮することを加味して道床縦抵抗力を 0 と仮定して

検討した。 

  

４．敷設条件 

 前述した検討項目により敷設延長を求め、以下に

示す点を考慮し試験的に敷設した。 

４．１ 敷設延長 

 最低座屈強度から求まる敷設延長は、軌道構造が

50N レール、木まくらぎ、直線区間の条件であれば、

最低座屈強度は 403kN となり、これから求まる敷設

延長は最大 537ｍとなる。また、伸縮継目の許容スト

ロークから求まる敷設延長は、許容ストロークが

62.5ｍｍ、最高レール温度が 60℃の条件であれば、

敷設延長は最大 313ｍとなる。この二つの条件と当社

規程により、敷設延長は 150ｍ～200ｍ未満とした。 

４．２ 線ばね締結 

 レールのふく進を抑止するために、全可動ロング

の中心部の締結装置を線ばね締結とした（図 2）。 

４．３ 簡易伸縮継目 

 全可動ロングに用いた伸縮継目は、簡易的な伸縮

継目であり、特徴としては、まくらぎ本数が 5 本と

通常の伸縮継目の半数であるため、材料費や施工費

が抑えられる。また、許容ストローク量は±64.5  

ｍｍであり、レールの伸縮やある程度のふく進に対

応できる設計となっている。 

 

５．伸縮量の理論値と実測値の比較 

 全可動ロングの伸縮量について、理論値と実測値

を比較した。図 3 に、全可動ロング敷設箇所の伸縮

継目ストローク量の理論値と、各月に測定した実測

値の差を示す。同図から、温度上昇期である 4 月か

ら 5月では、その差は 10ｍｍ程度みられるが、大き

な差異はなく、概ね理論通りの伸縮量であることが

わかる。 

 

６．全可動ロングの得失 

 全可動ロングのメリットおよびデメリットを以下

に挙げる。 

（１） 敷設時のレール温度に左右されない。 

（２） ロングレールとしての管理が不要である。 

・ふく進管理のみでよい。 

・無遊間継目による施工も可能である。 

・遊間管理が省略できる。 

（３） 木まくらぎ区間に敷設可能である。 

（４） 最低座屈強度以下に敷設延長を制限するこ

とにより、定尺レールと同じ考え方で敷設可

能である。 

（５） ローカル線区での継目対策や騒音対策等に

通常のロングレール化と同等の効果が期待

できる。 

（６） 道床縦抵抗力が大きいと敷設延長に制約を

受ける。 

（７） 端部のレール伸縮量が大きくなるため過大

なふく進が生じないような処置が必要であ

る。 

 

７．TPCまくらぎ 

 TPCまくらぎは、木まくらぎと比較すると、耐用寿

命の延伸や保守周期の延伸効果が高く、多くのロー

カル線区に投入されている。今後は、TPCまくらぎ敷

設区間における全可動ロングの検討が必要となる。 
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